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大学改革と教師教育の将来

清水潔

文部省高等教育局大学課長

かつて県教育委員会で学校現場に責任を負う部局にいた経験、現在大学で非常勤を

やっている経験から発言したい。またサッチャー政権下、1980年、UGCの政策転換な

どを含むイギリスにおける高等教育・研究費の削減の時期に９ケ月ぐらい渡英してき

た。こういった経験からも発言したい。

当時も感じたことだが、日本と比べるとイギリスの高等教育・学術行政は政策の目

的・手法など極めてプラグマテイック、目的的である。明確であるが、それは他面で

行き過ぎと全体と仕手の政策効果からみればいかがなものかという感もある。ある意

味で政策の暖昧さのよさ、継続性の良さなどというのもギルロイさんの発言を聞き、

感じた。

はじめに

はじめの部分はレジュメを見て欲しい。現在、我が国社会は、大きな経済、社会、

政治のそれぞれの場面で構造的とも言える変動と変革の時期を迎えている。教育の世

界もその例外ではなく、大学制度、教師教育、地方教育行政システムなどについて新

たな方向性を目指して、模索がなされ、様々な改革が起こっているが、この背後にあ

る様々な流れを考えてみたい。実はこういった改革関係者のあいだにある様々な揺れ

があることがわかる。地方教育行政システムに関わるもの及び大学改革に関わる審議

会答申もこの秋には出されると思われる。これらを受け、法令改正など制度改革は、

1999年の通常国会の提出に向けて作業が行われることになる。それぞれの方向性を踏

まえつつ、「大学改革と教師教育の将来」について、総体としてどのようなシステム

として具体化していくかは、関係者にとって、まさに今後の課題となっていると言え

よう。

ｌ大学審議会の中間まとめについて（資料ｌ）

イギリスの教育関係者がよく言う「ファーストクラスエデュケーシヨン・ファース

トクラスサイエンス」に象徴されるように、高等教育にとても誇りを持っているとこ
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ろであろうが、逆に、日本では大学にたいする批判がかなりあり、アカウンタビリティ

にどう答えていくかということが、大学審議会の改革提言のモチーフとなっている。

まず第一に、現在170万人いる１８歳人口が平成20年には120万人に減少する。かつ進

学率が現在の46.2％まで上昇してきた同じ率で年々 上昇するとしたら58％に達するので、

平成20年に大学全入時代がくるといわれている。しかしかりに進学率が若干しか上昇

しない、或いは下がった場合には、まさに大学冬の時代が到来する。大学が学生獲得

が困難になった場合、オープン・アドミッションをとらざるをえない。短期大学では

すでにオープン・アドミッション政策をとりつつある。すでに私立ではサバイバル競

争に入っている。

第二にそうなった場合、伝統的な大学観というものが揺らいでいる。多様化がすで

に進んでいる。大学教育の水準といった問題が生じる。つまりオープン・アドミッショ

ンという事態にどう対応するのか。大学教育のレベルをどう考えるのか、そうすると

大学の存在そのものが問われる。

第三に国立大学は約60％、私立大学は20%弱の公費を受け取っているが、大学教育に

たいする公費支出の正当性の検討（アカウンタビリテイ）すべきである。公財政支出

は今後もっと厳しくなる。

これらが大学審議会の基本的な問題意識の背景である。実際の内容については、こ

こでは踏み込まないが、基本的には大学の自律性の問題、組織体としての大学の教育

研究の質の評価という問題がある。自主的・自律的な変革のシステムを組織体として

の大学内部にビルトインすべきではないかということが今回の大きな柱である。

２教師教育に関して

実は私は昨年まで教員の採用を担当する課長をしてきた。そこでは常に教員の資質

向上という問題、様々な教師の資質を巡る厳しい「まなざし」問題が常にあった。

もうひとつはこれに関連して、我が国の中でいろいろといわれてきた長期にわたる

対立の存在である。これが日本の教育政策に陰に陽に影響を与えてきた。平成７年の

日教組の運動方針の転換によって中央レベルではある程度は変わってきたが、まだ各

県レベル、学校現場レベルでは対立姿勢が強い。そこにおける大学との関わりでいえ

ば、教育委員会サイドからいえば、大学の担当教員もいわば一方の当事者として対時

してきたという意識が根強い。

３少子化の影響

昭和57年の時点で義務教育段階での就学人口は1700万人だったが、平成12年の段階

でllOO万人である。600万人の減少が見込まれる。この10年間でいえば300万人が、つ
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まり年30万人が減少する。さきほどピーターさんがいわれた教員の自給の問題は、実

は児童・生徒数の減少、教員の年齢構成、新しい政策としての定数改善という要素か

ら構成されている。児童・生徒数の減少の中で、新しい政策を導入することによって

定数改善を図る中で、急激な教師数の減少を避けると同時に教育全体の改善を図るい

うのが文部省の一貫したこれまでのポリシーである。しかしながら、全体的な年齢構

成のバランスということでいえば、昭和60年に2万5千人採用したのが平成７年には１万

2千人しか採用できず、アンバランスが生じてきている。実際上教員採用は急激に減少

期を迎えている。ただし年齢構成の変動に関しては別の状況が絡んでくる。ここでは

詳しく触れないが、地域によっては退職者の人数増によって変る。年金支給開始年齢

の引き下げ問題から生じている平成14年度から採用される再雇用政策が影響を持って

いる。これは財政的な影響を考えれば、再雇用数は恐らく定数の中で、財政面からい

えば、実数扱いされるのではないだろうか。実質的には定年延長ということになるの

ではないだろうか。こういったことが教師教育問題にかかわる外枠的なあるいは構造

的な問題の背景的状況としてあることを指摘だけしておきたい。

４問題提起

ここで三点ほど問題提起をしたい。

（１）養成・採用・研修の役割分担

一点目は、養成採用研修の各団体の役割分担が問題としてある。教養審第一次答申

骨子（資料2）が触れている。これについては二つのポイントがある。ひとつは学校に

おける多様な教師像ということがある。初めて出てきた様に見えるが、これは実は教

養審に先行して、教員採用の今後の在り方という事にかかわって、協力者会議の報告

があって、そこで初めて登場した考え方である。平成8年４月５日に出された報告書「教

員採用の改善についての調査報告」で教員養成と研修の役割分担が触れられてある。

そこでの養成採用研修の基本的な役割分担という問題が認識された。

教養審の養成採用研修に関わる基本的役割分担の概要については資料の２，大学の

教職課程の役割を参照してほしい。養成段階では著しい支障が生じることなく行って

ほしい。そして初任者研修では養成段階で修得した基本的な技能を実質的なレベルま

で高める役割などなど、おおよそのイメージはこういう形で出てきた。いわゆる行政

サイドの採用研修の役割を整理。それぞれが何をどのように考えるかということにつ

いて考え方の整理をしたということである。養成と採用研修の連携という問題は教養

審の答申は、第一次答申ではでていない。これは今後の検討課題のひとつとして残し

てある。これには率直にいって、我が国の特殊な状況があるからである。つまり養成

は大学で行われ、研修が行政がやることになっているから。一方で先に述べたような
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課題状況の中で、６３年以降教育委員会の現職研修制度の体系化が進んだ。教育委員会

の研修は採用時、そして初任者研修から始まる。そしてその後は採用期間別、職務別

といった形で様々な研修を行っている。つまり、教育委員会は教育センターや教育研

究所といった専門的な研修機関・研究機関を独自に作ってきて、これらを中心として

独自の研修をやってくるという体制を作り上げてきた。現職研修というのは、校内研

修を含めて行われる。例えば１ケ月以上の長期派遣を考えた場合、この半数はいわゆ

る研修所派遣である。7600人のうち半数がそれに参加している。教育委員会だけでやっ

ている研修の講座だけで8000講座ある。その中では、現職研修にかかわる大学の役割

がほとんどない。なぜそうなっているのか。教育委員会と大学、あるいは学校と大学

という関係が切れている。この連携をとる事が重要であろう。今教養審は、１１月を目

途にして、大学院に現職教員をいかに受け入れるか、この問題を取り上げている。

要因ということで考えると、３つほどある。ひとつには端的な問題である。学校、

教育委員会と大学関係者が接触する機会は個人レベルしかない。ふたつにはそういう

事について、機会や場を求める現職教員がいない。メリットが無いと思われている。

三点目には学校での教師の多忙感、時間が無いこと、これが一番大きい問題かとおも

う。

それを逆にいえば、基本的には二点ある。ひとつには歴史的経緯の問題で、教育を

巡る議論はいつも論争と対立があった。県で担当課長であった自分の経験からすれば、

大学に研修を依頼しても拒否されてきた、大学は冷たかった、という感覚がある。だ

から自分達でやればよいというように教育委員会が対応してきた。だから独自の体系

を作り上げてきた。しかし今は対立姿勢が和らいだのでこの問題は多少、改善できそ

うだ。しかしもっと根深い問題なのは、どこの国でもそうだが、基本的に大学関係者

と学校関係者との対立があることである。相互蔑視とでもいえるような状況である。

一方は現場主義であり、他方は現場の課題から遊離し、専門職・専門的知識を専門用

語を語っているだけだと思い込みがある。

しかしその中でも変化が見られる。ひとつは対立の構造が和らいで、互いに話し合

うことができるようになったこと。もうひとつは様々な研修の洗練・拡大を志向する

教育委員会関係者が増えてきたことだ。内容の問題であり、教員のキャリア・デベロッ

プメントを助けたいと思うようになってきた。しかしながらそれは必ずしも大学に依

頼するという形ではなく、様々な研修のコンサルタントを活用しようという傾向もあ

る。

（２）現職教員の大学院の受け入れ

さて第二に、このような中で、教養審の中間まとめ（資料３）を見て欲しい。中間

まとめは読んでくればわかるだろうが、修士課程を積極的に活用しようという場合、
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我が国の現状では、大学院のマスター・コースに現職教員を研修として派遣するとい

うことは財政的にはかなり困難である。大体31000人、研修に行く中で、代替教員の定

数を措置しなければならないからである。教養審の論議ではそういうことも含めつつ、

むしろ大学院と現職教育をさらに密接なものとしていこうというものである。例えば、

「可能な限りで現職の教員を対象として、教員養成課程のある修士課程の大学院に在

学させる」。「その場合には、フルタイムかパートタイムという形、修士課程に限定

しないで修士課程レベルの」というような様々な形で可能とする。フルタイムとかパー

トタイムでも可能とすることとあわせて、教育委員会は、派遣の条件整備として、休

業制度の創設や、そのための職務体制といったものをリンクさせたものを考える。１０

月の上旬にはその答申がでる予定である。

ここでの残された問題は、上記のような状況の中で、現職教員がよりアクセスしや

すくするために、大学側はどれぐらい条件整備ができるのかという問題である。これ

が当然問題となるだろう。

（３）カリキュラムの多様化と質の保証

第三に、大学のカリキュラムの多様化というなかで質をどのように確保するかとい

う問題である。

つまり設置基準の大綱化の方向と逆に、教員養成は裏腹の関係にある。画一性があ

る程度求められるからであるｏ教養審は基本的に画一性は維持しながら、弾力化とい

う方向性をとろうとしている。そしてそのことによって多様性を確保しようというの

である。問題はその様な方向の改革において、養成と採用研修との役割分担の見直し

ということだろう。共通の問題としてカリキュラムを考えていくこと。非常に抽象的

ではあるが、この問題は重要である。私も非常勤をやっているが、引き受けた時に、

その時にどういう内容が期待されているのか、知識的にはどの程度まで教えることが

求められているのか。大学として教員養成に対していかなる哲学をもっているのか、

全体のカリキュラムとの関係など質問をしたら、どうか自由におやり下さいといわれ

た。この経験は実は一つの大学だけではない。これは大学教育全体についていえるの

ではないか。どのレベルをやればよいのか。学生も不安であろう。どの程度まで知識

を教えればいいのかわからないし、学生達もどこまで期待されているのか分からない

から。もう一つ別の角度からいえば、学生自身に教職に関わるということの目的意識

を高める必要がある。授業を通じてそれをすべきだろう。これにはいろいろな方法が

あるだろう。教職とのかかわりを考えてもらいたいと思う。もうひとつはどう成績を

評価するのか、そういった問題がある○

そういう中で、教養審は、教育の方法、教育評価といった問題、つまり大学審では

大学基準設置の大綱化ということで触れなかった部分、各大学における共通の成績．
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評価の基準というものを、学部教育の中に、なんらかの形で作り上げる、とくに情報

の公開・公表制を通じて、打ち立てようとすることが考えられている。恐らく何らか

の形でこういった事柄を明確にしていかなければ、大学への信頼というものも失われ

ていくだろう。そういった中で、大学の自己評価システムというものが期待されてい

るのである。だから大学審の論議もそこに集約される。それと同時に大学の教育研究

の評価システムが問題である。そうでもしなければ、学部教育のレベルという信頼性

は落ちていくのではないか。一度落ちたらもう取り戻せないのではないかという感覚

がある。自己評価などはかなり導入されてきたが、中身が問題である。さらに大学審

の論議は、自己点検及び評価をどうするのかということを焦点としている。そして大

学の特質を踏まえた、これにふさわしい評価方法が模索されるだろう。評価情報や方

法の知識や資料、その有効射程に関する調査研究などの基盤を作っていく必要がある。

自己点検評価を基礎にしながらも、さらに第三者評価機関というものまで視野に入れ

て論議されている。中間まとめでは明確にされていなかったが、大学審議会の論議で

は、第三者評価は、国立大学は必ず受けることになるであろう。私立・公立は希望す

るものだけとなるだろう。

それから資源配分の問題と評価の問題は、イギリスとは異なり、今のところ、切り

離して論議されている。しかし将来はそれとのリンクが課題となる。問題は評価の基

準とその客観性をどう確保するかという問題がある、資源配分を決定するようにする

ためには客観的で透明な評価方法が必要とされるであろうということである。今は第

三者評価機関が情報を収集し、客観的評価ができるような状況を準備する。

いわゆるイギリス型と違うのは、評価と資源配分を今は直接リンクさせないという

ことである。むしろ評価についての情報・知識の集積というものが優先されている。

５おわりに

教員養成あるいは教師教育をどのように考えていくのかという問題があるが、なに

か解答があるわけではない。しかし考えておかなければならないと思う点がある。

全国の137国公私立大学生に対してリクルート社が行った学生の授業評価に関する調

査からいえば、学生の授業にたいする評価は様々である。教員養成系の学生の評価は、

他分野を通じて最も厳しい。教育計画が４年間を通じて考えられているかということ

が結構重視されていることがわかる。専門領域によって評価は異なるが、全学部共通

して見られる評価のポイントとしては、新しい学問を積極的に導入しているとか、最

先端の情報収集や、将来を考える機会、チャレンジする機会があるとか、最先端の研

究内容に触れることができる、将来の職業にかかわる情報があるとか、レポートの添

削基準が明確であるとか、様々な工夫が教材研究としてなされているか、在籍して良
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かつたか、社会で活躍している教員が覆いか少ないか、社会人を対象とする講義があ

るとかという点であった。全体としていえば、国公私立を通じて教育計画が明確かと

いう点が重視されているといえる。

教員養成をする場合、学生の評価、採用者側の評価というものに身を晒していかな

ければならないだろう。

たとえば、日教組は教員養成に関しては力点を変えている。教員養成や現職教育に

関して大学にたいして期待していないということがわかる。彼らが提唱しているのは、

基礎免許だけを大学学部で、そして１年間の実践課程を教育センターあるいは大学院

で導入し、本免許としたいと考えている。実践課程を終えた学生を教員として採用し

たい、同僚としたいという構想である。いずれにせよ、大学における教員養成の問題

は、我が国の大学教育が抱えている問題と同時に存在し、その中での教員養成固有の

問題をかかえているのである。そういった中で現職教育という問題にどれほど大学が

現実的に対応していくのか、少なくとも学校現場で悪戦苦闘している教員に対しどう

サポートできるのかという問題、こういう問題に対して大学がどの程度肉迫した協同

の対応ができるのだろうか、恐らくこのような個別的・具体的な問題をときほぐして

いく、様々な解を見出していくことに解決の糸口があるといえる。こういったことに

対して抽象的にいくら私が旗をふったとしても、現場や教育委員会は動かないだろう。

教育委員会や大学が共同していくような枠組みが必要となっていくだろう。教員養成

系大学か、開放制かという問題に留まらず、大きな問題があるだろう。

私としては行政改革のこの時代、地域性や専門性の問い直しがなされるこの時代こ

そむしろ変革のチャンスとしてとらえるべきだろうと思う。
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資料1-1

大学審盟会中間まとめ

「２１世紀の大学像と今後の改革方策について」（骨子）

璽型蕊授教潔嘆進展の現鞭ﾐ雛漁､］

○大学改革は着実に進められているが，教育研究面‘組織運営面等の

れており，更に種極的な改革推進が必要．

篭j鰯溌瞳減愛２
●~･一｡~●｡□電●ｰ～■③~~●一一●~勺eTbq･●=､一再一一・一宇一Ｃ

会蝋鯉展望と:慶各轍蔵慧２１

未だ多くの問題点が指摘さ

ｌ高等教育を取り巻く２１世紀の社会状況の展望等

○①一周変化が激しく，複雑化した不透明な時代，②地球規模での競争と協調・共生が求められ

る時代，③少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の大幅な減少と産業1M造や雇用形態の大きな変
化．④職業人の再学習など生涯学習ニーズの増大，⑤学術研究の進歩の速度が加速され学際化．
総合化が進むなど，高等敦育を取り巻く状況が大きく転換．

２我が国の発展と高等教育の役割

○我が国が，国際社会で知的リーダーシップを発抑できる国，科学技術創造立国等として発展し
●

○高等教育機関（大学・大学院．短期大学，高等専門学校．専門学校）が，それぞれの特色を生
かしつつ個性化・多様化を進め．全体で社会の多様なニーズに応えていく必要．

○国立大学については．例えば理工系人材の菱成など政策目標に沿った教育研究の実施‘先導的
・実験的な教育研究の実施．各地域特有の課題の教育研究とその解決への貢献などの機能を果た
すべきことが期待されている．このような機能を十分果たしていない場合は，適切な評価に基づ
き．大学の実情に応じた改組転換の検討が必要と考えられる．

○公立大学，私立大学は，各校の建学の縮神や地域ニーズ等に則り，より一層教育研究撮能の強
化に努め，特色ある教育研究を実施していくことが重要．

３高等教育の規模

(大学（学部），短期大学の規模）

○１８歳人口が１２０万人規模の場合（平成２１年度以降約２０年間）に７０万人程度の大学・
短大の入学規模を想定．学生の多様化が進行するため．卒業時の質の確保の観点から，教育機能

(大学院の拡充）

○大学院の質の維持向上を図りつつ，大学院修士課程における高度専門職業人の養成を中心に盆
曲な拡大を図ることが必要．なお，国立大学については,今後，大学院の規模の拡大に璽頁雨
く必要があるが，関連して状況に応じ学部段階の規模の縮小も検討が必要．
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資料１－２

蕊鍾篭濁

１大学改革の基本理念

１課題探求能力の育成一教育研究の質の向上－

２教育研究システムの柔構造化一大学の自律性の確保－
３責任ある意思決定と実行一組織運営体制の整備－

４多元的な評価システムの確立一大学の個性化と教育研究の不断の改善

２課題探求能力の育成一教育研究の質の向上一

(１）学部教育の再構築

l）教育内容の在り方一課題探求能力の育成一

①敷養教育の重視。教養教育と専門教育の有機的連携の確保

（課題探求能力育成を重視した授業方法やカリキュラム改善．実施・運営体制の明確化等）
②学部専門教育の見直し

（基礎基本の重視．学際的視野の育成などを並視した救育の展開等）
③学部教育と高等学校教育の関係

（入学者選抜における履修科目指定制．入学後の大学教育の基礎教育の充実等）
④国際舞台で活踊できる能力の育成等

（外国語教育充実‘海外留学推進．我が国の歴史や文化への深い理解，デイベート等の訓練等）

2）教育方法等の改善一買任ある授業運営と厳格な成綬評価の実施－
①授業の設計と教員の教育責任

（教員の教育買任の徹底‘塑蒙の事前学習等の指示の敬底等）
②成緬評価基準の明示と厳格な成繊評価の実施

（成紋評価基準の事前公夷．厳格な成綬評価の実施等）
③履修科目登録の上限設定と指導

（履修登録可能単位数上限制の導入

④教員の教育内容・授業方法の改善
（

指導教官制の導入推進等）

）
⑤ 教育活動の評価の実施

(組織及び個々 の教員の両面からの評価の実施ｊ姓部者の意見聴取と改善への反映等）

(２）大学院の教育研究の高度化・多様化

1）大学院の組織編制の在り方

①大学院の制度上の位詮付けの明確化

（大学院研究科を学部と同等の基本組織とし得ることを法令上明確化）
②一定規模以上の学生を擁する大学院の専任教員等

（専任教員や専用施設・設備を備える必要があることを大学院設遡基準上明確化）

２）高度専門職業人養成のための実践的教育を行う大学院の設磁促進
話歴専門騒業人の嚢 ＺＮ６Ｃ的菱ｳ署９(経営管理などの分野における

課程設置促進のため．大学院大学院設設基準等を整備）
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腿定きる範囲

資料１－３

3）卓越した教育研究拠点としての大学院の形成・支掻

④単位累種加算制度導入の検討

（学位授与磯描における調査研究の成果を踏まえ検討）

（ 研究費や施設・設鰯等の皆源を築中的・爾占Ｇ ）

(巣中的な履修により，２年未満の修業年限でも修了が可能なコースを導入）

３教育研究システムの柔構造化一大学の自律性の確保一

（１）多様な学習ニーズに対応する柔軟・弾力化

一学生の主体的学習意欲とその成果の積極的評価－
１）学部段階

①３年以上の在学で学部を卒業できる例外措置の導入

②

（厳格な成繊評価に基づき，成頴優秀な場合，在学３年以上で卒業できる例外借越を導入）
②秋季（９月）入学等の拡大

(９月入学をより柔軟に導入できるようにするため．

修士課程長期在学コースの制度化

等）
③ 単位互換及び大学以外の教育施設等における学修の単位露定の拡大
(現行の３０単位から上限を６０単位まで拡大．腿定できる範囲も拡

4３
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国立大学の講座・学科目の編制について，各大学の柔軟な設計等を可能とする方向で検討

2）大学院段階

①修士課程ｌ年制コースの制度化

…皇些ユユエ，定員増加を伴わない範囲の学科設迩等の審査を弾力化する方向で検討

(４）国際交流の推進

○留学生交流，教員・研究者交流の一層の推進など

地域社会や産業界との連携の推進

企業と大学との共同による教育プログラムの開発・実施，リフレッシュ教育の実施など
大学院と企業等の研究所との連挽大学院方式や共同研究等の一層の推進など

（３）

○

○

（標準修業年限を超える期間を在学予定期間とする長期在学コースの設定の可能化）

(２）大学の主体的・機動的な対応を可能とする措置

ｌ）教育研究組織の柔軟な設計ｊ
○
○

１

2）行財政上の弾力性の向上

①国立大学の人事，会計・財務の柔軟性の向上

（教育研究経費の執行‘大学教員の給与決定や兼職兼業等の柔軟性向上を図る方向で検討）
②公私立大学に係る認可手続き等の簡素化

（教員審査及び申請嘗類の見直し，電子化による負担軽減など簡素化を図る方向で検討）



客観的な評価システムの導入

大学の教育研究活動についての大学団体，学協会‘大学基準脇会等による多面的評価の推進

客観的な評価システムの導入

（２）

①

②

４責任ある意思決定と実行一組綴運営体制の整備一

責任ある運営体制の確立

新しい自主・自律体制の構築

開放的で穣極的な新しい自主・自律体制禍築のため．

(１）

１）．

○

○透明性の高い客観的評価を行う第三者機関を設設

法改正を含め，必要な措置．

学内の槻能分担の明確化

学長を中心とする大学執行部の槌能

２）

○ 全学と学部の各機関の機能 執行槻関と審諸機関との

(３）資源の効果的配分と評価

○きめ細かな評価情報に基づき．より客観的で透明性の高い方法による適切な資源配分を実施

：連撹の』係審騒槻関轡の基本等

4４

・学長補佐体制（大学運営の企画立案や鯛整を担当）を整備．例えば，運営会議（仮称）を

設詮

･学部長の職務の明確化

･評識会‘教授会の審騒事項・手続きの明確化

･教員人躯に関する意思決定への学長・学部長の関与の在り方の明確化

･学校法人の理躯会と教学組織との侭能の明確化

・大学の蛎務組織の役割の明確化など

３）社会からの意見聴取と社会に対する貿任

○学外有識者による大学運営協議会（仮称）の設澄・同協詣会は必要に応じ．助言・勧告

対する重点配分を一層図る．財源多様化のための税制改正を図ることも重要．

大学情報の積極的な提供

教育研究に関する情鯉墨供の童遡上L_大学の財務状況に閲する情報について公表を促進

（２）

○

私学助成は，社会の人材養成需要②者盛・社会的要請の強い笹色ある教育研究ブロジエク１，に

が必要．

５多元的な評価システムの確立一大学の個性化と教育研究の不断の改善一

自己点検・評価の充実（１）

○

６高等教育改革を進めるための基鹸の確立等

自己点検・評価の実施，結果公表，学外錘三者による検証の綻務化

資料１－４

改革推進には，国の教育研究条件整備の裏付けが不可欠．○
○
○
○

が必要．特に大学院学生の奨学金拡奨学金は，経澄曲困難度を重硯する方向で拡

授業料は．学生・家計の負担があまり重くなら匙いよう努める ことが必要．
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資料２－１

毒文声ご〕碗陀鐸重奉遷ﾉﾖ函之雫陶F扇麦＝塞再ユモク匡男塞羊Ｅ値ロっｲｯ既墓逗

1．教員に求められる資質能力と教職課程の役割

1．教員に求められる資質能力

○昭和６２年答申に掲げられた資質能力はいつの時代にあっても一般的に求められる
もの。

（６２年答申）「教員については・教育者としての使命感．人間の成長・発違についての濠い理解．
幼児･･児童・生徒に対する教育的愛憎‘教科等に関する専門的知識．広く豊かな敬
養，そしてこれらを基盤とした実践的指導力が必要である。」

○変化の激しい時代の中で，子どもたちの〔生きる力]を育むため，今後特に教員に求
められる能力は，

①地球や人類の在り方を自ら考え，幅広い視野を教育活動に積極的に生かす能力，
②変化の時代を生きる社会人に必要な資質能力,

③教職に直接関わる多様な資質能力。

○すべての教員に一律にこれら多様な資質能力を高度に身に付けることを期待するこ

とは現実的ではない。画一的な教員像を避け，生涯にわたり資質能力の向上を図ると
いう前提に立って，全教員に共通に求められる基本的な資質能力の確保とともに，各
人の得意分野づくりや個性の伸長を図るという観点に立つことが大切。

2．大学の教職課程の役割

○大学での養成と現職研修の分担について，養成段階で修得すべき水準は「採用当初
から教科指導・生徒指導等の職務を著しい支障が生じることなく実践できる資質能力」。
他方，初任者研修は「採用当初から学級や教科を担任させつつ‘養成段階で修得し
た『最小限必要な資質能力」を円滑に職務を実施し得るレベルにまで高めることを
目的とするもの」。

○養成段階で特に教授・指導すべき内容は，「教職への志向と一体感の形成」，「教
職に必要な知識及び技能の形成」，「教科等に関する専門的知識及び技能の形成」。

○「教職への志向と一体感の形成」や「教職に必要な知識及び技能の形成」のうち基
礎的な知識や方法論は，原則として養成段階で確実に修得すべき。他方，「教科等に
関する専門的知識及び技能の形成｣については.教職に就いた後も自立的に学習を進
める基礎的な能力を養うことが必要。

Ⅱ、教員養成カリキュラムの改善

1．教員養成カリキュラムの基本構造の転換

○現行の免許基準は，修得すべき科目が詳細に規定されている結果，大学の創意工夫
の余地が少ないとの指摘。また「教科に関する科目」と「教職に関する科目」のバラ
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資料２－２

ンスについて，特に中学校について，「教職に関する科目」の比重を高めるべきとの

声。

○教員を志願する者に最小限必要な資質能力を確実に身につけさせるとともに，さら

に積極的に得意分野づくりや個性の伸長を進める観点から，教員養成カリキュラムの

基本構造を転換するため，新たに「教科又は教職に関する科目」を設け，選択履修方

式を導入することを提言（一種及び二種免許状）。

○これにより以下の改善が期待。

①大学での授業科目開設の自由度が高まり各大学の特色の発揮が容易化

②教員志願者がすべて同じような科目を履修している現状も改められ，得意分野づ

くりや個性の伸長が促進

③都道府県教育委員会など教員を採用する側も，各人の履修分野を丹念に評価する

など，きめ細かな採用選考が促進

２．教職課程の教育内容の改善

(1)教育内容に係る問題点

①国際化・情報化の進展，いじめ・登校拒否など学校教育を巡る課題への対応という

教員に対する社会的要請と教職課程の教育内容の実態との雅離

②「教科に関する科目」と「教職に関する科目」の比重や修得単位の細かい規定の在

り方等，免許制度の画一性・硬直性

③学問分野の専門性の過度の重視と教職の専門性の軽視，授業科目の包括性・体系性

や実践性の欠如等，不十分な教育内容・方法

(2)教育内容を改善するための基本的視点

今日求』

・視野に』［ 行』

○２１世紀を生きる子どもたちは日本国民であるとともに「地球市民」であるこ

とが求められる。教員にはこれに相応しい能力が不可欠。

○人権尊重の精神等人類共通の課題や，少子・高齢化と福祉等我が国社会全体に

関わる課題について，教員志願者が理解し，子どもたちに教えられる資質能力が

重要‘、

○教員志噸考自身が思いやりの心やボランティア精神を身につけることが大切。
｡Q吟

授業や各種ふれあい体験の機会を得られるよう，大学は配慮すべき。

変化の

教員は，優れた資質能力を備えた社会人であるべき。この観点から求められるのは，

①創造力や応用力などに裏付けられた課題解決能力，それを生涯にわたり高めて

いく自己教育力

②人間関係を円滑に保つ能力
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資料２－３

③国際化‘情報化等社会の変化に対応する，外国語によるコミュニケーション能
力やコンピュータの基礎的な活用能力

教員の職務内容に具体的・直接的に関わる資質能力として必要なのは，
①子どもや教育に関する適切な理解

②教職に関する情熱・使命感，子どもに対する責任感，興味・関心

③教科指導や生徒指導を適切に行うための実践的指導力の基礎

現行１度！ のにる視

○教育内容の改善を実現するため，大学設置基単の大綱化や社会の規制緩和の流

れを踏まえ．画一性・硬直性が指摘される教員養成カリキュラムを柔軟化。

○教職課程の内容の充実を図るため，教育内容・方法の実践性の向上を促進。

(3)具体的改善方策 [◎:法令改正（うち法律改正を含むものは●）,○:運用の改善］
論を踏まこ改翌

a）地球的視野に

◎国際化，情報化，地球環境問題など人類に共通するテーマ．少子・高齢化と福

祉，家庭の在り方など我が国の社会全体に関わるテーマについて，教員の理解を

深め視野を広げるとともに，これら諸課題に関し子どもを指導できる力を育成す

るため，ディスカッションや実地調査等による「総合演習」（仮称，２単位）を
新設。

b）変化の時代を生きる能力を育てる

◎国際化・情報化の進展を踏まえ，科目「外国語コミュニケーション」及び「情

報機器の操作」（仮称，各２単位）を義務づけ。

教職への志向と一体感の形成に関する科目の新設

。「教師とは何か，教職とは何か」について考察し，使命感を育む「教職への志

向と一体感の形成に関する科目」（仮称，２単位）を新設。

イ．教育実習の充実

◎中学校の「教育実習」の最低履修単位数を３単位（うち事前・事後指導ｌ単位）
から５単位に改める。また，取得免許に対応する学校以外の学校，盲・聾・養護
学校，特殊学級での教育実習も奨励。

○各大学において休業土曜日を活用した学生と子どもたちのふれあいの機会の設

・定等を積極的に推進。さらに接成カリキュラムへの位置づけについて検討。
○大学と実習協力校との連挑協力体制の強化が必要。
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ウ．教育相談（カウンセリングを含む。）に係る内容の充実

。「生徒指導，教育相談及び進路指導に関する科目」の最低修得単位数を２単位

から４単位に改める。併せて「カウンセリング」を含めることを制度上明記。

◎幼稚園についても，幼児理解及びカウンセリングを含む教育相談に関する内容

に係る科目（２単位）.を新設

◎小学校についても，児童の発達段階等に相応しい進路に関する指導について，

適宜教授。

特殊教育に係る内容の必健

◎障害のある子どもたちの心身の発達及び学習の過程に係る内容を，「幼児，児

童又は生徒の心身の発達及び学習の過程に関する科目」に含める。

オ．理科教育の充実

○「教科に関する科目」及び教科教育法に関する科目において，実験や観察を重

視するよう大学は配慮。

Ｊ，各教ネの指導法に関する科目の亜iｌ

◎中学校・高等学校の一種免許状について，教科教育法に関する科目の単位数

（現行実質２単位程度）をそれぞれ８単位，４単位程度確保。

キ．教

◎大学の，「教職に関する科目」の各科目内容の整合性・連続性の確保，及び効

果的な教育方法の工夫の必要を制度上明記。

○大学関係者を中心に，授業内容・方法のモデル研究開発。

◎教科教育法，道徳教育及び特別活動に関する各科目については，学習指導要領

に即して包括的な内容を教授する必要を制度上明確化。

◎発達段階全体を見通した子どもたちに対する適切な理解を促進するため，「幼

児，児童又は生徒の心身の発達及び学習の過程に関する科目」を「幼児，児童及

び生徒の心身の発達及び学習の過程に関する科目」と改める。

馴米的プ．の導入

○理論中心で実践との連続性が十分でないとされる教職課程の内容について，各

大学・教員は，より具体的・実際的で理解しやすい授業内容・方法を工夫する必

要。

○「人との豊かなふれあいの機会」の重要性に鑑み，教職課程において福祉体験

・ボランティア体験，自然体験等を重視。

gL-現行制度q］改善
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●教員を志願する者の得意分野づくりや個性の伸長を進める観点から，新たな科目

区分として「教科又は教職に関する科目」を設け，選択履修方式を導入。併せて

「教科に関する科目」の単位数を現行の半分以下に削減し，「教職に関する科目」

の単位数を増加。

○現状では運用上一般大学・学部において卒業要件に付加されている「教職に関す

る科目」についてｊ大学の判断により卒業要件に含めることを可能にする。また課

程認定にあたり，いわゆる他学部等聴講の許容範囲を大学間協定の締結等を前提に

他大学にも拡大するとともに，「教職に関する科目」の専任教員数の基準を緩和。

、、カリキュラム以外の免許制度の弾力化

１．社会人の活用促進

●小学校及び特殊教育諸学校の特別非術勤謂師制度及び特別免許状制度の対象を全

教科に拡大。

●特別非常勤調師制度の手続きについて．都道府県教育委員会の許可を届出に緩和。

●特別免許状制度の有効期間を「３年以上１０年以内」から「５年以上１０年以内」

に延長。普通免許状への上進制度を創設。

2．盲・聾・養護学校に係る免許制度の弾力化

◎特殊教育の免許状の複数取得を容易にする観点から，「特殊教育に関する科目」

のうち，一部について，盲・聾・養設学校教諭の免許状取得に当たり共通に認めら

れる科目とする。

●精神薄弱者及び精神薄弱を併せもつ重複障害者に係る一般教科の扱いについて，

基礎免許状による担当部・教科の制約を撤廃。

3．その他の弾力的措置

◎異なる学校種の免許状の複数取得を容易にする観点からの制度の弾力化。

◎編入学，単位互換等に伴う免許状取得に必要な単位の読み替えについて，基準を

規定。

●学位授与機構の認定に係る短期大学の専攻科において一種免許状（高等学校を除

く。）を取得できるようにする。
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修士課程を積掻的に活用した教員養成の在り方について（中間報告）

平成１０年６月２３日

大学院等特別委員会

｜はじめに

本中間報告は、教育職員養成蓄鍾会大学院等特別委員会における審議経過を中間的に

取りまとめ、本審議会篭会にその概要を報告するものである．

平成８年７月２９日の文孤大臣から本審騒会への諮問「新たな時代に向けた教員養成

の改善方策について」のうち、「修士課程を積極的に活用した養成の在り方」、「養成

と採用・研修の連携の円滑化」及び「教員養成に携わる大学教員の指導力の向上」並び

にそれらに関連する事項を専門的な立場から調査審議するため、平成９年９月２．６日の

本審議会鍔会において、本特別委員会の設置が決定された．

その後、本特別委員会は、同年１０月２２日の第１回会合以来今日まで合計１４回の

会合を開催し、「修士課程を積極的に活用した養成の在り方」を中心に晴力的に検討を

重ねてきた．このことについては、諮問に際しての文剖省からの鋭明においても複数の

視点が示され、多くの検討課題が含まれていることから、本特別委員会としても幅広く

麺論を行ってきたが、これまでに、教員養成教育の一環として可能な限り多くの現騒教

員に修士レベルの教育を受ける槻会を開く必要があり、そのために所要の描置を講する

必要があるという点において、妄員の間で基本的なコンセンサスが得られたところであ

る．

現行の教員養成制度は学剖卒の一種免許状を標準として構築されており、それにより

「実践的指導力の基礎」を担保するという基本的考え方は今後とも維持されるものと考

えるが、校内暴力、いじめ、登校拒否等学校をめぐる様々な課題や国際化・情報化等の

社会の変化にかんがみれば、現職教員にば教員としての生涯を通じ一層の資質産力の向

上が求められているものと考える．そのため、従来から現職教員を対象とする様々な内

容・方法の研修が実施されているが、より体系的・効果的に専門的な資質旋力を形成す

るためには、教員養成大学・一般大学の大学院の修士課程を稿極的に活用し、現職教員

が自らの教育実践を適切に理論化することや最新の研究成果に基づく理論を教育実践の

中に効果的に生かすことなどが可能となるよう、高度かつ充実した内容の再教育を現職
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教員に癒すことが必要であると考える．

本中間報告は、上記のような方向の下に、その実現のための具体的方策を示したもの

であるが、篭会への報告の後には本中間報告の内容を広く世に問い、本特別委員会とし

て関係団体等からの章見を睦取した上で更に検討を重ね、本年秋を目途に最終的な報告

を取りまとめることとしたい．

Ⅱ基本的考え方

教員に求められる資質能力は、社会の変化や学校教育をめぐる状況などを反映し、今

後とも高度化・多様化することが見込まれる．

平成９年７月２８日の本稀議会第１次否申では、今後教員に求められる資質能力とそ

れを確保するための具体的方策が明らかにされ、これを受けて現在教員免許制度の整備

等が行われているところである．この新墓準による教員養成教育が本格的に実施される

ようになれば、現行基準下では十分でない内容を、教員志願者に適切に修得させること

が可能となり、充実した教員蓑成が行われるようになる．

しかし、上記のように更に将来を見通した場合、開放制の教員養成制度を維持しなが

ら、各教員が得童分野と個性を持ち、互いに連携協力しつつ様々な課題に柔軟に対応で

きるよう、学部卒レベルの教職・教科等に関する知識・技徒を既に有していることを前

提に、より高度の資質能力を修得する機会を現職教員に提供することが必要と考える．

現職教員が大学院で学ぶ機会としては、現在、任命椛者による騒葛命令により、長期

派還研修の扱いで２年間又は１年間、現暁教員の再教育を主な目的とする３つの教育大

学はじめ国立の教員養成大学・学副の修士課程に在学する形態が主であるが、その対象

となる者は艮的にかなり限定されているのが実情である．今後はこのような形態のほか、

可能な限り多くの現職教員を対象に、広く国・公・私立の教員養成大学・一般大学の修

士課程に一定期間在学し、自らの能力・適性、興味一関心等に応じて教職・教科等の各

専門分野についてより高度の知識・技能を修得する槻会を整備することが重要である．

近年の大学院の動向を見ると、とりわけ修士課程については今後とも量的唾大が見込

まれるとともに、夜間課程や通信制課程の開設、運隔教育等による授業方法の工夫など

現聴教員はじめ社会人を受け入れる環境が急速に整いつつあり、関係者の協力が褐られ

れは、質的・量的に充実した現聴教育の樋会が確保できるものと考える．また、一定期
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間学校を鰹れて修士課程に在学し、最新の学問の威果に触れることは、現職教員がリフ

レッシュし、その視野を広げる上で極めて貴重な機会であると考える．

このため、現騒教員がフルタイム又はパートタイムで修士課程に在学して修士の学位

又は専修免許状を取得する学修の形態を広く想定し、可能な限り多くの現騒教員に修士

レベルの教育機会を提供すべく所要の条件整備を行うとともに、修士レベルの教育を受

け、専修免許状を取得した教員に対しては、給与はじめ所要の処遇改善を図る必要があ

る．

Ⅲ具体的施策

１．修士課程の改善に関する措置

各大学において修士課程を積極的に活用した教員養成を推進する観点から、下記に

掲げるような現職教員の穏極的受入等のための措篭を講する必要がある．

なお、これら諸措置のほか、今後、修士レベルの教育を受けた現騒教員等が増加す

ること看槻会に、教職淫験を有する者を、大学の教職課程を担当する糟勤・非浴勤の

教員として積極的に採用し、その実践的指導力を教員養成教育に活用することが望ま

れる．

(1)修士課程の修業年限の弾力化

修士課程の修業年限の扱いについては、現在大学審議会において検討中であり、

同審鍾会の検討結果を待って対応すべき事柄であるが、修士課程を積極的に活用し

た教員養成の機会を充実する霞点からは、教育内容の充実を図りっっ、基本的に、

現壕教員対象の１年制のコースの開設が可能となることが望ましい．

(2)校葛に従事しながら修士レベルの教育を受ける擬会の堅錨

現糠教員が、日々校務に従頚しつつ、夜間、週末、長期休築期間等を活用して、

教員養成大学・一般大学の修士課程に通学し授業を受ける槻会を積極的に拡充する

必要がある．

このため、関係者の協力を得つつ、都道府県・市町村の教育センター、他大学等
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の施設を活用したり、衛星通信等を活用した運隔教育を併用するなどして、修士課

程に通学が困難な地域に居住する現職教員についても、可能な限り修士レベルの教

育を受ける榎会が得られるよう工夫する必要がある．

また、大学院設置基準に係るいわゆる「１４条特例」による２年次目の研究指導

を１年を超えて受けることや、その際に修士誘文を課題研究で代琶すること（同基

準第１６条第２項）を認めるなど、現騒教員を受け入れる修士課程においては、高

度専門職案人養成の視点に園重し、現職教員が在学し易い環境づくりに配崖する必

要がある．

なお、通信制の修士課程が本年３月に制度化されたことから、今後同制度の定翰

状況等を踏まえつつ、教員養成への活用方策についても適宜検討する必要がある．

(3)修士課程における教育研究の充実

教員養成において修士課程を更に積極的に活用していくためには、修土課程にお

ける教育研究の内容が現騒教員のニーズに相応しく、教員としての職務遂行に有童

義なものであることが必要である．

教員養成大学・一般大学の修士課程は、それぞれ教育研究上の特色を有している

が、いずれの場合においても、単に専門的な学問研究の成果についての知譲の伝達

に終わることなく、これら知議を手掛かりに教職・教科等の本質と魅力を理解し、

それを教科指導、生徒指導等における創造的な活動に生かす能力を通蓑することが

求められる．

各大学においては、このような観点から、修士課程における現職教育について適

切な配慮をすることが必要である．

(4)カリキュラム開発研究の推進等

専修免許状に係る教職課程において、教員養成の充実の憩点から、教職．教洞等

の各分野の専門教育の改筈等を図るためのカリキュラム開発研究等を推進すること

とするとともに、都道府県教育委員会等の協力を得て、学校教育に係る共同調査．

共同研究の実施や、教員養成の充実のための諸事業の共同実施などを積極的に推進

する必要がある．

5３



資料３－５

〔5）大学と都道府県教育委員会等との連携協力

現魔教員の修士課程への受入に当たっては、大学は、任命権者である都道府県教

育委員会等との連携協力を十分密にし、その要謂等を踏まえつつ、当該修士課程に

おける教育が充実したものとなるよう努力する必要がある．

２．上進制度の改善等・

修士レベルの教育榎会として、フルタイムで現職教員が修士課程に在学し修士の学

位及び専修免許状を取得するケースについては、派遣側（都道府県教育委員会等）

受入側（大学）の双方の諸事情から見て、人数に限界があることから、現行の上進制

度を活用し、現職教員が修士レベルの教育を受けて専修免許状を取得することを促進

する必要がある．このため、下記の点を改善することとする．

(1)上進制度の改菩

上記１．に掲げた諸措置により、これまで以上に多様な形悪での修士課程への在

学が可能となることを鱈まえ、教員在職６年で６単位まで逓減する、一種免許状か

ら専修免許状への現行の上進制度については、修士の学位とともに専修免許状を取

得する場合との均衡を考慮し、その在り方を検討することとする．

(2)専修免許状に係る認定認習の見直し

上進単位の授与に係る認定講習についても、その授業内容及び単位認定に関し課

題が指摘されているので、専修免許状への上遂に係るものについては、開設者等を

含めその在り方を抜本的に見直す必要がある．

３．国、都道府県等による措置

国、都道府県等は、現聴教員が修士課程に在学し易い環境づくり等の銀点から、下

記のような支援措置を講する必要がある．

(1)修士課程へのフルタイム在学を容易にするための措圃

修士課程へのフルタイム在学による長期派這研修については、現状においても年

間１千人以上の現謙教員がその対象となっており、充実が図られているところであ
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るが、上記のように可能な限り多くの現騒教員を対象に修士課程での現騒教育の擾

会を付与することを考えた掲合、研修等定散の充実に加え、新たな措謹が求められ

る．

このため、現騒教員の意欲と自発性を尊重しつつ修士課程への在学を促進する霞

点から、現職教員が修士課程にフルタイムで在学する鴇合についての新たな休業制

度の創設など適切な措置を検討する必要がある．

また、上記１．(2)に掲げたように、修士課程に１年間フルタイムで派遣され、残

りの１年を小学校、中学校等で校義に従軍しつつ修士課程に在学する場合において、

任命権者や校長は、当該教員の負担軽減の観点から配空をする必要がある．

(2)修士課程への長期在学を念頭に置いた条件整備

現状のように昼間の修士課程に現職教員がフルタイムで在学する場合のほか、今

後は、夜間、週末、長期休業期間等や通信制の活用により現職教員が長期にわたり

在学する等のケースが多数となることを念頭において、例えば現騒教員が勤趨する

小学校、中学校等における授業時数の軽減のための非常勤講師の措置など、所要の

条件整備を進める必要がある．

(3)若手教員を対象とする計画的・重点的な措置

可龍な限り多くの現職教員が多様な形態により修士レベルの教育を受けることが

望まれるが、中・長期的視点に立った堀合、今後、特に中堅以下の若手教員を対象

として計画的・重点的な措置を講することを検討する必要がある．

(4)修土レベルの教育を受けた者を対象とした処遇改善

現職教員のうち、修士レベルの教育を受け、専修免許状を取椙した者については、

給与上の措置など適切な処遇改善を検討する必要がある．

(5)教員養成教育の改善を図るための条件整緬

修士課程を頓樋的に活用した現職教育を推進することに伴い、大学における修士

レベルの教員養成教育の改善を図る銀点から、大学について、所要の条件整備を検

討する必要がある．
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１Ｖ更に検討を要する事項

本特別委員会においては、上記川に掲げたもののほか、例えば、下記のような童見が

出されており、これらは今後最終報告に向けての検討課題となる．

①修士課程での現騒教育に係る中・長期的目漂値の設定

②専修免許状に係る課程露定基準（教職に関する科目の必修化等）の在り方

③学校種や教科など専修免許状により教授等が可龍な範囲（学校狸営、生徒指導

など教科以外の領域を含む．）についての考え方

④教員養成教育を受けていない者を対詮とした専修免許状取得のための修士レベ

ルの教員養成教育の在り方

Ｖおわりに

以上大学院等特別委員会のこれまでの審議経過を踏まえつつ、修士課程を穏橿的に活

用した教員養成のための諸方策を掲げた．

今回本中間報告において提言した修士課程を積極的に活用した現職教育の方向性は、

これまでごく限られた教員を対象に長期の現職研修として実施されてきた「大学院派遣」

による現職教育の在り方とは、質的にも園的にもまったく趣を異にするものである．

本報告で提言した諸措置により、多くの現職教員が修士課程に在学するようになるこ

ととなるが、各大学においても、修士課程における教育内容・方法等が現場での実践と

ニーズを踏まえた専門職業人の養成に相応しいものとなり、真に現職教員の資質・能力

の高度化が図られるよう工夫を図り、その結果修士課程に在学する現役学生にも望まし

い効果がもたらされることを期待したい．

壷さらに、初任者研修、５年目・１０年目等の教職経駿者研修や管理職等の職能に応じ

た研修など現職教員を対象とした研修についてもその体系的な整嗣の在り方などに関し

当然に彫唇が生じることから､､養成と研修との連携について、引き続き検討が必要とな

る．

最後に、関係各位には、本中間報告に対し、忌蝉のない建設的な意見を寄せられるよ

うお願いしたい．
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